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● 市場における競争と公正取引委員会

● 公正取引委員会の取組

 経済取引の基本ルール～独占禁止法～

 Ｍ＆Ａ～企業結合規制～

 公正な下請取引の実現に向けて～下請法～

 消費税の適正転嫁への取組～消費税転嫁対策特別措置法～

 競争の活発化に向けた環境整備
～調査報告，ガイドライン，コンプライアンス支援，国際協力～

 広告の不当表示への対応～景品表示法～

本日の講演内容

2● 独占禁止法施行７０周年～新たな競争政策上の課題～
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市場における競争と公正取引委員会



自由経済社会ー市場経済

事業者

事業者

事業者

事業者

一般消費者

売
り
手

買
い
手

高く売りたい

数多く売りたい

良いものを買いたい

安く買いたい

各種の市場
売り手事業者 買い手事業者・消費者

市場・・・売り手と買い手が取引をする場

退場
新規参入
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市場における競争がもたらすメリット①



競争競争
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Ｂ社

安くて良い商品の購入
サービスの充実
選択肢の多様化

雇用の増加
新規産業の創出
日本経済の活性化・発展

消費者のメリット 企業のメリット

社会全体のメリット

企業の成長，事業の活性化
技術革新
市場規模の拡大

市場における競争がもたらすメリット②

＜企業の創意工夫＞
品質の向上
コストダウンのための努力など
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市場経済社会における 「市場の番人」

⇒公正で自由な競争の確保

市場や経済の動きを常に
監視し，競争環境を確保

公正取引委員会とは？

独占禁止法の目的を達成すること
を任務とする合議制の行政機関

内閣府の外局

内閣総理大臣の所轄に属するが
委員長及び委員は独立してその
職権を行う
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地方事務所等の所在地

（札幌）

（仙台）

（名古屋）

（大阪）

（広島）

（高松）

（福岡）

（那覇）
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公正取引委員会の取組

経済取引の基本ルール～独占禁止法～



独占禁止法とは～

公正で自由な競争が確保されるために

事業者が守るべき基本ルール＝「経済憲法」

独占禁止法第１条

この法律は、・・・公正且つ自由な競争を促進し、事業者の
創意を発揮させ、事業活動を盛んにし、雇傭及び国民実所
得の水準を高め、以て、一般消費者の利益を確保するとと
もに、国民経済の民主的で健全な発達を促進することを目
的とする。
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独占禁止法とは？①



私的独占
支配型・排除型

不当な取引制限
カルテル・談合など

競争制限的な
企業結合

合併・株式取得など

不公正な取引方法
再販売価格の拘束・
優越的地位の濫用など

補完法

下請法・消費税転嫁対策特別措置法

事業者による4類型の行為を禁止
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独占禁止法とは？②



カルテル
価格や供給量等を事業者間で
共通の意思を形成し，競争を
回避する行為
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入札談合
国や地方公共団体などの公共工
事や物品の公共調達に関する入札
の際，入札に参加する事業者たち
が事前に相談して，受注事業者や
受注金額などを決める行為

11
私的独占不当な取引制限

競争制限的な
企業結合

不公正な取引方法

不当な取引制限とは？



不当な取引制限の事例①

旅行業者によるカルテル

私的独占不当な取引制限

競争制限的な
企業結合

不公正な取引方法
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不当な取引制限の事例②

電気設備工事の入札参加業者による入札談合

私的独占不当な取引制限

競争制限的な
企業結合

不公正な取引方法
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有力な企業が、取引先への圧力などにより、ライバル企業を市場から追い出
したり、新規参入者を妨害して市場を独占しようとする行為

私的独占（独占禁止法第２条第５項）
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私的独占とは？

競争制限的な
企業結合

不公正な取引方法

不当な取引制限 私的独占



私的独占の事例

大手パソコン部品メーカーによる私的独占

競争制限的な
企業結合

不公正な取引方法

不当な取引制限 私的独占
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⇒ 排除措置命令・課徴金納付命令

○ 課徴金の算定率

製造業等 小売業 卸売業

不当な取引制限 ※１，２
10％

(中小企業4％)
3％

(中小企業1.2％)
2％

(中小企業1％)

支配型私的独占 ※１ 10％ 3％ 2％

排除型私的独占 ※１ 6％ 2％ 1％

※１ 違反行為を繰り返した事業者に対する課徴金は５割増

※２ 違反行為において主導的役割を果たした事業者に対する課徴金は５割増

（※１と※２の両方に当てはまる場合は１０割増）
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私的独占・不当な取引制限の禁止に
違反すると・・・・①

競争制限的な
企業結合

不公正な取引方法

私的独占不当な取引制限



とりわけカルテル・談合の取締りは，我が国の大きな課題。

「競争なくして成長なし！」

----しかし，当事者はカルテル・談合していることを隠そうとするので，
発見・解明が困難・・・・

立入検査前
1番目の申請者 ⇒ 課徴金を免除
2番目の申請者 ⇒ 課徴金を50％減額 減免事業者数は，
3～5番目の申請者 ⇒ 課徴金を30％減額 合計5社まで。

立入検査後 同一企業グループ内の複数の

5番目までの申請者 ⇒ 課徴金を30％減額 企業による共同申請も可能。

平成18年1月施行の改正法で課徴金減免制度を導入。平成22年1月施行の改正法で一層拡充。

威力を発揮----平成28年度の課徴金減免申請件数：124件。導入時以来の累計：1,062件。
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私的独占・不当な取引制限の禁止に
違反すると・・・・②

私的独占不当な取引制限

競争制限的な
企業結合

不公正な取引方法



5年以下の懲役・500万円以下の罰金

法人等に対する両罰規定：5億円以下の罰金

私的独占・不当な取引制限は，犯罪である。

公正取引委員会は，悪質かつ重大な事件については「犯則調査権限」を用
いた調査を実施

⇒ 検事総長に告発。
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私的独占・不当な取引制限の禁止に
違反すると・・・・③

競争制限的な
企業結合

不公正な取引方法

私的独占不当な取引制限



入札談合は，しばしば「官製談合」

→ 入札談合等関与行為防止法（平成15年施行）

○ 公正取引委員会が，入札談合事件の調査で

発注機関職員の関与行為を見つけたときは，

各省大臣・地方公共団体等の長に，改善措置を要求。

○ 各省大臣・地方公共団体等の長は，調査結果や改善
措置を公表し，公正取引委員会に通知。

○ 公正取引委員会は，その調査結果・改善措置に対し
て意見を述べることができる。

○ その後の改正で，発注機関職員による入札等の妨害
の刑事罰も創設（平成19年施行）

19

官製談合の防止

私的独占不当な取引制限

競争制限的な
企業結合

不公正な取引方法



例えば次のような行為で，公正な競争を阻害するおそれがあるもの。

●共同の取引拒絶
正当な理由がないのに，同業他社と共同して，特
定の事業者と取引しないようにすること。

●差別対価
不当に，地域または相手方により差別的な対価
で取引すること。

●不当廉売
正当な理由がないのに，供給に必要な経費を大
幅に下回る価格で継続して販売するなどして，競
争事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあ
ること。

●再販売価格の拘束
正当な理由がないのに，取引先事業者に対して，
転売する価格を指示し，遵守させること。
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再販売価格の拘束の事例

不公正な取引方法

不公正な取引方法とは？①

私的独占

競争制限的な
企業結合

不当な取引制限



例えば次のような行為で，公正な競争を阻害するおそれがあるもの。

●優越的地位の濫用
取引上の地位が優越していることを利用して，取
引の相手方に対し，正常な商慣習に照らして不当
に不利益を与えること。

●抱き合わせ販売
相手方に対し，不当に，商品の供給に併せて他
の商品を自己又は自己の指定する事業者から購
入させること。

●排他条件付取引
不当に，競争事業者と取引しないことを条件とし
て取引し，競争事業者の取引の機会を減少させ
るおそれがあること。

●拘束条件付取引
販売形態・販売地域などについて不当に拘束す
る条件を付けて取引すること。 21

優越的地位の濫用の事例

不公正な取引方法とは？②

不公正な取引方法

私的独占

競争制限的な
企業結合

不当な取引制限

協賛金の
負担要請

押し付け
販売

不当な
返品

従業員の
派遣要請



不公正な取引方法の事例①

アイスクリーム製造販売業者による再販売価格の拘束

不公正な取引方法

私的独占

競争制限的な
企業結合

不当な取引制限
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「希望小売価格」とし
て示した価格でしか売
ってはいけません！

どこでも同じ価格ね。
安く売っているところがないわね～

安売りするなら
出荷しませんよ



不公正な取引方法の事例②

大手家電販売業者による優越的地位の濫用

不公正な取引方法

私的独占

競争制限的な
企業結合

不当な取引制限
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スタッフを無料で
派遣しなさい。
そうしないと
取り扱わないよ。



事業者が不公正な取引方法を用いると，

公正取引委員会が排除措置命令。（独占禁止法第20条）

ただし，刑事罰はなし。

平成２２年１月施行の改正法により，

一部は課徴金納付命令の対象。 （独占禁止法第20条の２～６）

● 不当廉売，差別対価，共同の取引拒絶，再販売価格の拘束

(同一の違反行為を10年以内に繰り返した場合)
● 優越的地位の濫用

不公正な取引方法の禁止規定に違反する行為の

被害者は，差止請求をすることができる。（独占禁止法第２４条）
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製造業等 小売業 卸売業

不当廉売・差別対価等 (10年以内に
同一類型の行為繰り返しの場合)

3％ 2％ 1％

優越的地位の濫用 1％

○ 課徴金の算定率

不公正な取引方法の禁止に違反すると・・・

不公正な取引方法

私的独占

競争制限的な
企業結合

不当な取引制限



被害者は民法に基づいて，損害賠償請求をなし得る。

その場合は，加害者の「故意又は過失」と

それによって「損害が生じたこと」を，

被害者が主張・立証しなければならない。

私的独占・不当な取引制限・不公正な取引方法等の
違反行為につき，排除措置命令・課徴金納付命
令の法的措置が確定している場合は，

違反企業は「故意又は過失」がなかったことを理
由として損害賠償責任を免れることができない。（
独占禁止法第２５条，第２６条）

損害の発生

損害の発生

故意又は過失

故意又は過失

無過失損害賠償責任
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被害者による損害賠償請求



最近の独占禁止法違反事件の処理状況

平成28年度は，延べ51事業者等に対し，11件の法的措置を採った。

独占禁止法に基づく厳正・的確な法執行①
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価格カルテル 不公正な取引方法

事業者団体による不当な制限 対象事業者等の数
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課徴金額等の推移

85.1億円

442.5億円

233.9億円
301.7億円

171.4億円
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16.8億円

0.7億円
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課徴金納付命令 課徴金の納付を命ずる審決 対象事業者の数

計85.1億円

計442.5億円

計250.7億円

計302.4億円

計171.4億円

計91.4億円

平成28年度は延べ32名の事業者に対して総額91億4301万円の課徴金納付命令。
※対象事業者の数及び課徴金額については，独占禁止法第63条第１項及び第２項（課徴金納付
命令後における罰金と課徴金の調整）に基づく決定後の数字を記載。

独占禁止法に基づく厳正・的確な法執行②
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平成２８年度の排除措置命令の事例

違反行為 事例

入札談合
受注調整

東日本高速道路株式会社東北支社及び関東支社が発注する東日本大震災に係る舗装災害復旧工事
の入札参加業者に対する件（平成28年９月排除措置命令）（課徴金総額：12億3585万円）

消防救急デジタル無線機器の製造販売業者に対する件（平成29年２月排除措置命令）（課徴金総額：63億
4490万円）

地方公共団体等が宮城県又は福島県の区域を施工場所として発注する施設園芸用施設の建設工事の
工事業者に対する件（平成29年２月排除措置命令）（課徴金総額：５億9253万円）

防衛装備庁が発注するビニロン又は難燃ビニロンを材料として使用する繊維製品の入札参加業者に対
する件（平成29年３月排除措置命令）（課徴金総額：２億2300万円）

東京電力が発注する電力保安通信用機器の製造販売業者に対する件（平成28年７月排除措置命令）（課
徴金総額：4億291万円）

中部電力株式会社が発注するハイブリッド光通信装置及び伝送路用装置の製造販売業者に対する件
（平成29年２月排除措置命令）（課徴金総額：3億1921万円）

価格
カルテル

壁紙の販売業者に対する件（平成29年３月排除措置命令）（課徴金総額：2461万円）

再販売価
格の拘束

コールマンジャパン株式会社に対する件（平成28年６月排除措置命令）

拘束条件
付取引

土佐あき農業協同組合に対する件（平成29年３月排除措置命令）

独占禁止法に基づく厳正・的確な法執行③
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独占禁止法に基づく厳正・的確な法執行④

地方公共団体等が宮城県又は福島県の区域を施工場所として発注する施設園芸用施設の建設工事の工事業者
に対する件（平成２９年２月排除措置命令）

29注： 施主である地方公共団体等は，特定施設園芸用施設工事の一部について，みやぎ農業振興公社に設計管理支援業務又は入札事務を委託していた。



独占禁止法に基づく厳正・的確な法執行⑤

壁紙の販売業者に対する件（平成２９年３月排除措置命令）

壁紙の販売業者等

シンコール
平成２６年秋以降になると，消費税率の引上げによる需要減が

見込まれるので，それまでに仕入価格の上昇を転嫁すること
サンゲツの販売価格の引上げの内容に合わせて，販売価格を
引き上げること

サンゲツの通知
が行われたことを

確認

サンゲツの通知
が行われたことを

確認

シェア５０％超

壁紙の販売価格を
引き上げる旨を合意

通知文書

平成２６年６月２３日出荷分から
１０％引上げ

リリカラ

サンゲツ

通知文書

平成２６年６月２３日出荷分から
１０％引上げ

通知文書

平成２６年６月２３日出荷分から
１０％～１５％引上げ
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新
電
力戻り需要

＜基本方針＞

電気の利用形態（電力
使用量，夜間・休日の
使用量等）に合わせて
電気料金が最も安くな
る契約

標準料金
（標準約款）

北海道電力

・戻り需要家に対しては，１年間標準約款を適用する
・新規の需要家に対しては，最適メニューを適用する

需要家（新規）

戻り需要家

特別高圧・高圧

最適メニュー
（オプション契約約款）

相手方による

差別対価の
疑い

独占禁止法に基づく厳正・的確な法執行⑥

北海道電力株式会社に対する件（平成２９年６月警告）

31



（※）キャベツ，ほうれん草，もやし，きゅうり（カネスエ五郎丸店においては３本３円で販売），大根，レタス，小松菜（カネスエ五郎丸店のみ）

独占禁止法に基づく厳正・的確な法執行⑦

株式会社カネスエ商事及び株式会社ワイストアに対する件（平成２９年９月警告）

32



独占禁止法に基づく厳正・的確な法執行⑧

阿寒農業協同組合に対する件（平成２９年１０月注意）

33

販売手数料

平成29年5月
までの出荷

平成29年6月から
8月までの出荷

販売

阿寒農協

組
合
員

商
系
業
者

販売委託

＜系統外出荷＞

「販売割」
賦課金

販売手数料

「販売割」
賦課金

販売手数料

平成29年5月
までの出荷

販売手数
料

新たな負担

組
合
員

直
売
所

約４割

約６割

＜阿寒農協への出荷＞

平成29年6月から
8月までの出荷



一 般 消 費 者 等 （購 入 者）

出 品 者 Ｓ （販 売 者）

価格等の同等性条件

出品者Ｓが電子商店街Ａに出
品する商品１の価格ＰＡは，Ｐ

Ｂ及びＰＳと同額かそれ以下で
なければならない。
（PA≦ＰＢかつＰＡ≦ＰＳ）

ＮＡ種類の商品を出品

価格等の同等性条件と品揃えの同等性条件 別 紙

電
子
商
店
街
Ａ

電
子
商
店
街
Ｂ

自
社
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

・・・ ＮＡ１ ２

商品１を価格ＰＡで販売

価格等の同等性条件

品揃えの同等性条件

ＮＢ種類の商品を出品

・・・ ＮＢ１ ２

ＮＳ種類の商品を販売

・・・ ＮＳ１ ２

商品１を価格ＰＢで販売 商品１を価格ＰＳで販売

品揃えの同等性条件

出品者Ｓが電子商店街Ａに出品す
る商品の品揃えＮＡは，ＮＢ及びＮ

Ｓと同等かそれ以上でなければな
らない。
（ＮA≧ＮＢかつＮＡ≧ＮＳ）

出品者Ｓは，自社ウェブサイ
トで商品を販売しつつ，電子
商店街Ａ及びＢとそれぞれ出
品関連契約を締結し，Ａ及び
Ｂに出品し，３つの販売経路
で商品を販売している。

独占禁止法に基づく厳正・的確な法執行⑨

アマゾンジャパン合同会社に対する件（平成２９年６月自発的措置を講じるとの申出により審査終了）

34



東日本高速道路株式会社東北支社が発注する東日本大震災に係る舗装
災害復旧工事の入札参加業者（平成28年2月29日告発）

⇒ 有罪判決(平成28年9月7日，15日，10月6日，11日，25日，27日，11月1日)
被告会社：1億2000万円～1億8000万円の罰金
被告会社の従事者：懲役1年2月～1年6月（執行猶予3年）

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が発注する北陸新幹線
融雪・消雪基地機械設備工事の入札参加業者（平成26年3月4日告発）

⇒ 有罪判決(平成26年9月30日，10月2日，3日，6日，11月12日，13日，14日)
被告会社：1億2000万円～1億6000万円の罰金
被告会社の従事者：懲役1年2月～1年6月（執行猶予3年）

軸受（ベアリング）製造販売業者（平成24年6月14日告発）

⇒ 有罪判決(平成24年12月28日，平成25年2月25日，平成27年2月4日，平成28
年3月22日）

被告会社：1億8000万円～4億円
被告会社の従事者：懲役1年～1年6月（執行猶予3年）
なお，1社・2名については公判中（平成28年11月時点）

最近の刑事告発事例

35

独占禁止法に基づく厳正・的確な法執行⑩



最近の事例
○鉄道・運輸機構が発注する北陸新幹線融雪・消雪基地機械設備工事の入札参加業者らに対
する件 （平成２６年３月４日刑事告発）

---独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（鉄道・運輸機構）発注の融雪・消雪基地機械設備工
事の入札前に，未公表情報である予定価格を，特定の入札参加業者に教示

⇒ 鉄道・運輸機構理事長に対し，改善措置を要求。

○国土交通省及び高知県が発注する一般土木工事等の入札参加業者らに対する件

（対象事業者数37名 平成24年10月排除措置命令）
---国道事務所副所長が，特定の事業者の役員の求めに応じ，各入札における入札書の提出締切日前までに，
入札参加業者の名称，入札参加業者の評価点，予定価格等の未公表情報を教示

⇒ 国土交通大臣に対し，改善措置を要求。

○茨城県が発注する土木一式工事及び舗装工事の入札参加業者らに対する件

（対象事業者数63名 平成23年8月排除措置命令）
----①茨城県の土地改良事務所の工務課長は，同事務所の所長の承認の下，各工事の落札予定者を決定し，

当該工事の入札前に，落札予定者についての意向を特定の事業者に伝達

②茨城県の工事事務所の所長は，工事の入札参加業者があらかじめ定められた順番のとおり受注できる

ようにするため，当該順番を考慮した発注工事及び指定業者を選定

⇒ 茨城県知事に対し，改善措置を要求。
36

官製談合事件に対する厳正・的確な法執行



○ 「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」（平成２２年１１月策定）

○ 「特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合の特定の不公正な取引方法」（物流特殊指
定）（平成１６年３月制定，同年４月施行)
○ 「大規模小売業者による納入業者との取引における特定の不公正な取引方法」（平成１７年５月
制定，平成１７年１１月施行）

37

公正な取引ルールの整備

違反行為への厳正かつ効果的な対処

平成１８年度以降，優越的地位の濫用として１４件の法
的措置，４件の警告及び４４３件の注意を行っている。

また，平成２１年１１月に設置した優越的地位濫用事件
タスクフォースは，その発足以降，優越的地位の濫用に
関して，３６１件の注意を行っている。（いずれも平成２９
年９月末現在）

＜年度別処理件数＞

公正な取引慣行の推進
----優越的地位の濫用への対処

法的措置 警告 注意

平成２６年度 １ ０ ４９

平成２７年度 ０ ０ ５１

平成２８年度 ０ ０ ４８

平成２９年度
（４月～９月）

０ ０ ２２

＜優越的地位濫用の法的措置事例＞

・総合ディスカウント業者による納入
業者に対する優越的地位の濫用事件
（平成26年6月）では，取引上の地位が
自社に対して劣っている者（特定納入
業者）に対して，従業員派遣の要請，
金銭の提供要請を行っていた。（課徴
金額：12億7416万円，現在審判中）



もっぱら採算を度外視した低価格によって顧客を獲得することにより効率
的な競合他社にダメージを与えることは，正常な競争手段とはいえない。

38

どのような行為が実際に違反となるかを具体的に示した指針（ガイドライン）を作成

違反行為の未然防止＜考え方の明確化＞

小売業者による不当廉売の問題の背景にあると考えられるメーカーと取引先との取引に
おける問題について明らかにするため，流通実態調査を実施

実態の把握＜流通実態調査＞

違反行為への適正かつ迅速な対処＜違反事件の処理＞

酒 13

石油製品 19

家電 1

その他（野菜） 2

官公庁の情報システムの調達 4

官公庁発注のオークション運営補助業務 2

官公庁発注の建設工事 10

官公庁発注の建設コンサルタント業務 1

＜排除措置命令・警告・公表件数（平成13年度以降）＞
＜不当廉売につながるおそれがあるとして迅速処理により
注意を行った事案数＞

酒
類

石
油
製
品

家
電
製
品

そ
の
他

合計

H26年度 635 326 3 18 982

H27年度 490 341 3 7 841

H28年度 420 732 1 2 1,155

H29年度
(4～9月)

93 169 4 3 269

公正な取引慣行の推進----不当廉売への対処
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公正取引委員会の取組

Ｍ＆Ａ～企業結合規制～



ユーザー

A社 B社 A+B社

ユーザー

ユーザーにとって購入先の選択肢が狭まるため，売手が値上げを行った場合に，
ユーザーが購入先を価格の安い別の会社に切り替えることができず，値上げを
行った会社から価格の高い商品を購入せざるを得なくなる。

合併前 合併後

A+B社が販売価格を
自由にコントロール

企業結合による競争制限のイメージ（合併の例）

競争

C社 C社

40

企業結合規制①



企業結合規制の概要

株式保有，役員兼任，合併，
分割，共同株式移転，事業譲
受け等（企業結合）

企業結合のうち，
一定の要件に合致するもの

競争を実質的に制限
することとなる場合

企業結合により 一定の取引
分野における

事前届出の義務付け（３０日前）

企業結合の
禁止

※ただし，独占禁
止法上の問題
を解消する措置
が採られる場合
には容認

関係条文：独占禁止法第１０条，第１３条～第１６条等

41

企業結合規制②



42※ 当該年度に受理したか否かに関わらず，当該年度において処理したものについて記載。

届出件数
第１次審査で終
了した件数

第１次審査終
了前に取下げ
があったもの

第２次審査に移
行したもの

平成２７年度 ２９５件 ２８１件 ８件 ６件

平成２８年度 ３１９件 ３０８件 ８件 ３件

平成２９年度
（４月～９月）

１３６件 １１９件 ２件 １件

第２次審査で
終了した件数

問題解消措置を前提に
問題なしとした件数

排除措置命令
を行った件数

平成２７年度 ４件 １件 ０件

平成２８年度 ３件 ３件 ０件

平成２９年度
（４月～９月）

０件 ０件 ０件

１ 受理した届出の処理状況

２ 第２次審査の処理状況

企業結合に関する届出等の最近の状況

※ 平成２９年度４月～９月の「届出件数」には，平成２９年度９月以降においても引き続き審査を行っている案件を含む。また，平成
２９年度４月～９月の「届出件数」のうち，平成２９年９月末時点で，１４件が第１次審査中，１件が第２次審査中である。



最近の企業結合事例

■ 出光興産㈱による昭和シェル石油㈱の株式取得及びJXホール
ディングス㈱による東燃ゼネラル石油㈱の株式取得
（平成２８年１２月審査結果公表）

⇒ プロパン，ブタン，ガソリン，灯油，軽油及びＡ重油の各元売業
について,当事会社が当委員会に申し出た問題解消措置を前提と
すれば，本件株式取得がこれら以外の取引分野を含め一定の取
引分野における競争を実質的に制限することとはならないと判断

■ 新日鐵住金㈱による日新製鋼㈱の株式取得
（平成２９年１月審査結果公表）

⇒ 溶融亜鉛-アルミニウム-マグネシウム合金めっき鋼板及びステ
ンレス冷延鋼板について,当事会社が当委員会に申し出た問題解
消措置を前提とすれば，本件株式取得がこれら以外の取引分野
を含め一定の取引分野における競争を実質的に制限することと
はならないと判断 43



44

公正取引委員会の取組

公正な下請取引の実現に向けて～下請法～



 親事業者の義務：発注書作成・交付・保存，支払期日の決定等。

 親事業者に対し，下請代金の支払遅延，下請代金の減額等を禁止。

 親事業者に違反行為があれば，

公正取引委員会は是正措置を採るよう勧告・指導。

(中小企業庁長官は公正取引委員会に措置請求可)

下請：資本金3億円以下(個人を含む。)親：資本金3億円超

下請：資本金1千万円以下(個人を含む。)親：資本金1千万円超3億円以下

 下請代金支払遅延等防止法
下請取引の公正化を図り，下請事業者の利益を保護するための法律

 親事業者と下請事業者の関係は，資本金規模等で簡便に認定。

例えば，物品の製造・修理委託の場合

45

下請法とは？



下請取引の性格上,下請事業者からの下請法違反被疑事実について
の申告が期待できないため,公正取引委員会は,中小企業庁と共同で,
親事業者及び下請事業者に対して,定期的に書面調査を実施。

【定期書面調査の状況】

46

年度 親事業者調査（名） 下請事業者調査（名）

平成２９年度 60,000 300,000※

製造委託等 38,680 ―

役務委託等 21,320 ―

平成２８年度 39,150 214,500

製造委託等 25,696 151,912

役務委託等 13,454 62,588

平成２７年度 39,101 214,000

製造委託等 26,559 151,499

役務委託等 12,542 62,501

（公正取引委員会担当分）

下請法の迅速・効果的な運用①

※平成２９年１０月発送予定。
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【勧告件数の推移】 （平成１６年４月の改正下請法施行以降,勧告を公表）

【指導件数の推移】

下請法の迅速・効果的な運用②

平成29年度（4～9月）は５件の勧告，４，０９３件の指導を行っている。 47



平成28年度は，4,060名の下請事業者に対して総額18億4452万円の減額分が返還され，また，2,076名の下請事業
者に対して総額6958万円の遅延利息が支払われた。
平成29年度（4～9月）は， 5,663名の下請事業者に対して総額9億666万円の減額分が返還され，また， 1,963名の下
請事業者に対して総額1億3215万円の遅延利息が支払われた。

下請代金減額事件における
減額分返還状況

下請代金支払遅延事件における
遅延利息支払状況

下請法の迅速・効果的な運用③

48



○ 平成２９年度「下請取引適正化推進月間」のキャンペーン標語

取引条件 相互に築く 未来と信頼

下請取引適正化推進講習会の開催
○ 平成２９年度においては，中小企業庁と共同して，下請取引適正化推進講習会を４７都道府県
６２会場で実施予定。
○ 下請取引適正化推進講習会では，下請法の内容について，日頃，相談に対応 している実務担
当者が説明。

公正取引委員会は，毎年１１月を「下請取引適正化推進月
間」とし，中小企業庁と共同して，メディアを通じた広報や
講習会などを集中的に実施している。

49

下請法講習用動画の公開
下請法に係る各種講習会を受講しなくとも，手軽に下請法の説明を視聴し，親事業者と下請事業者
それぞれが下請法を正しく理解することができるよう，下請法の講習用動画「やさしく解説・よくわかる
下請法講座～下請取引で困らないために～」を作成し，公正取引委員会ホームページ及びＹｏｕＴｕｂｅ
公正取引委員会チャンネルで公開。

下請法違反行為の未然防止



下請等中小企業の取引条件の改善に向けて

親事業者による違反行為の未然防止や事業者からの下請法違反行為に係る情報提供に資するよう，違反行為事例
の充実等を内容とした下請法運用基準の改正を実施

下請代金支払遅延等防止法に関する運用基準（平成28年12月14日）

50

下請代金の支払手段について（平成28年12月14日）

１ 下請代金の支払は，できる限り現金によるものとすること。

２ 手形等により下請代金を支払う場合には，その現金化にかかる割引料等のコストについて，下請事業者の負担とすることの

ないよう，これを勘案した下請代金の額を親事業者と下請事業者で十分協議して決定すること。

３ 下請代金の支払に係る手形等のサイトについては，繊維業90日以内，その他の業種120日以内とすることは当然として，段階

的に短縮に努めることとし，将来的には60日以内とするよう努めること。

改正のポイント

① 違反行為事例の追加：改正前の66事例から141事例に大幅増加

○ 公正取引委員会による勧告・指導の中で，繰り返し見受けられた行為，事業者が問題ないと認識しやすい行為等を

追加

○ 中小企業庁等と共同で実施した大企業ヒアリングで得られた情報等を基に追加

② 特に留意を要する違反行為類型の追加

○ 違反行為の未然防止等の観点から，特に留意を要する違反行為類型を追加

③ 下請法の対象となる取引例の追加

○ 事業者が下請法の対象となる取引でないと誤認しやすい取引の例を追加

④ 違反行為事例の取引類型別の分類・見出しの付与

○ 違反行為事例を「製造委託・修理委託」，「情報成果物作成委託」及び「役務提供委託」の３つの類型に分類

○ 違反行為事例に見出しを付与



51

公正取引委員会の取組

消費税の適正転嫁への取組～消費税転嫁対策特別措置法～



１．法律の対象となる事業者

２．特定事業者の遵守事項
特定事業者は，特定供給事業者に対し，以下に掲げる行為を行ってはならない。

① 減額，買いたたき
・ 商品又は役務の対価の額を事後的に減額することにより，消費税の転嫁を拒否すること
・ 商品又は役務の対価の額を通常支払われる対価に比べて低く定めることにより，消費税の転嫁を拒否
すること

② 商品購入，役務利用又は利益提供の要請
・ 消費税の転嫁に応じることと引換えに商品を購入させ，又は役務を利用させること
・ 消費税の転嫁に応じることと引換えに金銭，役務その他の経済上の利益を提供させること

③ 本体価格での交渉の拒否
・ 商品又は役務の対価に係る交渉において本体価格（消費税を含まない価格）を用いる旨の申出を拒む
こと

④ 報復行為
特定供給事業者が公正取引委員会等に転嫁拒否等の行為に該当する事実を知らせたことを理由として，

取引の数量を減じ，取引を停止し，その他不利益な取扱いをすること

特定事業者（転嫁拒否等をする側）（買手） 特定供給事業者（転嫁拒否等をされる側）（売手）

① 大規模小売事業者 大規模小売事業者に継続して商品又は役務を供給する事業者

② 右欄の特定供給事業者から継続して
商品又は役務の供給を受ける法人事業者

○資本金等の額が３億円以下の事業者
○個人事業者等
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消費税の転嫁拒否等の行為の是正に関する特別措置

消費税転嫁対策特別措置法の概要①



◆ 措置請求

公正取引委員会

◆ 報告徴収・立入検査
（書面調査・ヒアリング）

◆ 勧告
◆ 指導・助言

中小企業庁長官
主務大臣

特定事業者
（転嫁拒否等をする側）

指導により

迅速かつ効果的な是正

◆ 報告徴収・立入検査
（書面調査・ヒアリング）

転嫁拒否等の行為

勧告と同時に公表

特定供給事業者
（転嫁拒否等をされる側）

違反行為が
①多数に対して行われている場合
②不利益の程度が大きい場合
③繰り返し行う蓋然性が高い場合
などには必ず措置請求を行うものとする。
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◆ 報告徴収・立入検査
（書面調査・ヒアリング）
◆ 指導・助言

◆ 報告徴収・立入検査
（書面調査・ヒアリング）

消費税の転嫁拒否等の行為に対する処理スキーム



（１）転嫁カルテル
消費税の転嫁の方法の決定に係る共同行為

（例）① 各事業者がそれぞれ自主的に定めている本体価格に消費税額分を上乗せする旨の決定

② 消費税率引上げ分を上乗せした結果，計算上生じる端数について，対象となる商品の値
付け単位，取引慣行，上乗せ前の価格からの上昇の度合等を考慮して，切上げ，切捨て，四
捨五入等により合理的な範囲で処理する旨の決定

２．独占禁止法の適用除外とする共同行為

消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のため，事業者等が行う転嫁カルテル及び表
示カルテルについて，独占禁止法の適用除外制度を設ける（公正取引委員会への事
前の届出が必要）。

１．制度の趣旨

（注）「本体価格を統一することの決定」は，適用除外の対象にはならない。

（２）表示カルテル
消費税についての表示の方法の決定に係る共同行為

（例）① 「消費税込価格」と「消費税額」とを並べて表示する旨の決定

② 価格交渉を行う際に税抜価格を提示する旨の決定

※ 転嫁カルテルは，参加事業者の３分の２以上が中小事業者であることが必要

※ 表示カルテルは，全ての事業者や事業者団体に認められる。 54

消費税の転嫁及び表示の方法の決定に係る共同行為に関する特別措置

消費税転嫁対策特別措置法の概要②



（１）消費税転嫁対策に係る体制の整備

（２）転嫁拒否等の行為についての相談窓

口の設置

（３）事業者及び事業者団体に対するヒア

リング調査を実施

（４）移動相談会の実施

（５）書面調査の実施（中小企業庁と合同）

消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保するため転嫁拒否等の行為
を未然に防止するとともに，違反行為には消費税転嫁対策特別措置
法に基づき，迅速かつ厳正に対処

違反行為に対する迅速かつ厳正な対処

（１）説明会の実施
○公正取引委員会主催説明会を計１７６回開
き催 （平成２９年９月末時点）

○商工会議所等や事業者団体主催の説明会
き等に職員を講師して派遣

（２）広報物の作成・配布
○事業者等向けパンフレットを作成・配布
○新聞及びインターネット等を用いた広報

違反行為の未然防止のための取組（周知活動）
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消費税転嫁対策における公正取引委員会の取組①

転嫁カルテル・表示カルテルの届出

○平成２９年９月末までに合計３３０件の
届出を受付

（３）ＦＡＱの作成
○「消費税の転嫁拒否等の行為に関するよく
きある質問」の回答を公正取引委員会のホー
きムページに掲載



勧告件数 指導件数

４０件
（大規模小売事業者７件）

３，６１６件
（大規模小売事業者１４６件）

勧告及び指導件数の内訳（行為類型別）

減額 １３７件

買いたたき ３，２８６件

役務利用・利益提供の要請 ７２件

本体価格での交渉の拒否 ２５８件

合計 ３，７５３件

（注１） 勧告は，公正取引委員会のみが行う。

（注２） 指導件数は，公正取引委員会及び中小企業庁の

合算。

（注３） 平成25年10月から平成29年９月までの件数。

（注４） 事業者の中には，複数の行為を行っている場合

があり，上記の勧告及び指導件数（３，６５６件）と

は一致しない。

勧告・指導の件数 主な勧告事件
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消費税転嫁対策における公正取引委員会の取組②

○不動産取引業，建築工事業等を行う事業者

は，自社が一般消費者から請け負う住宅の

改築工事に伴う大工工事の請負契約を締結

している個人事業者又は法人事業者の一部

に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせず

に請負代金を据え置いて支払った。（買いた

たき）〔平成29年７月14日公表〕

○教育講座の運営等の事業を行う事業者は，

教育指導業務を委託している個人事業者に

対し，消費税率の引上げ分を上乗せせずに

委託料を据え置いて支払った。（買いたたき）

〔平成29年９月14日公表〕
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公正取引委員会の取組

競争の活発化に向けた環境整備
～調査報告，ガイドライン，コンプライアンス支援，国際協力～



規制により，競争が制限され，消費者利益が損なわれる可能性

公正取引委員会は，競争政策の観点から規制改革に関して提言

＜最近の例＞

「介護分野に関する調査報告書」（平成28年9月）
①多様な事業者の新規参入，②公平な条件の下での競争，③事業者によ

る創意工夫，④利用者による適切な選択が可能となる環境を整備していくこ
とが重要であると提言。

これらが実現されることにより，介護分野における活発な競争が促され，介
護サービスの供給量の増加，介護サービスの質・利用者の利便性の向上，
事業者の採算性の向上と介護労働者の賃金の増加などの効果が期待され
る。
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競争の活発化に向けた環境整備①
－規制改革の推進－



競争の活発化に向けた環境整備②
-ブライダル及び葬儀の取引に関する実態調査報告書－

○ 納入業者が，ブライダル業者から優越的地位の
濫用規制上問題となり得る行為を受けたと回答した
取引は37.6％（435取引）
○ 行為類型別の状況をみると「商品・サービスの
購入・利用の要請」（24.0％）， 「金銭・物品の提供
の要請」（16.8％），「採算確保が困難な取引（買い
たたき）」 （12.3％）

調査結果

ブライダルの取引に関する調査結果

ブライダル及び葬儀の市場では新規参入や消費者等のニーズに対応するための競争が活発に行われる一
方で，ブライダル業者又は葬儀業者が取引先の事業者に対して，取引とは直接関係ない物品の購入を要請
するといった行為が行われているといわれている。このような実情を踏まえ，公正取引委員会は，ブライダル
及び葬儀の取引に関する実態調査を実施した（書面調査：ブライダル業者又は葬儀業者（調査票3,500通），
取引先納入業者（調査票7,000通））。

○ 納入業者が，葬儀業者から優越的地位の濫用
規制上問題となり得る行為を受けたと回答した取引
は29.9％（434取引）
○ 行為類型別の状況をみると「商品・サービスの
購入・利用の要請」（14.9％）， 「採算確保が困難な
取引（買いたたき）」 （11.4％），「金銭・物品の提供
の要請」（9.0％）

公正取引委員会の対応

調査結果を踏まえ，違反行為の未然防止及び取引の公正化の観点から，関係事業者団体に対して，本調
査結果を示すとともに，業界における取引の公正化に向けた自主的な取組を要請した。また，ブライダル業
者及び葬儀業者向けの講習会を実施している。
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葬儀の取引に関する調査結果
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『入札談合・官製談合防止のための取組』

・ 発注官庁等との連絡担当官会議

→平成２８年度は，全国９か所で計１０回開催した。

・ 調達担当者等向けの研修会の開催や講師派遣

→平成２８年度は，全国で２８７回実施し，２０，４６７人が受講した。

→平成２９年度４月～９月は，全国で１３３回実施し，１０，９２８人が受

講した。

競争の活発化に向けた環境整備③
－公共調達に係る入札談合・官製談合防止のための取組－



事業者団体における独占禁止法コンプライアンスに関する取組状況について（平成２８年１２月）

事業者団体による独占禁止法違反事件等が数多く存在するとともに，事業者による価格カルテル事件においては事業者団体の会合の
場が利用されるなどの事例もみられる。
事業者団体における独占禁止法コンプライアンスの取組について現状を把握し，課題を明らかにすることにより，事業者団体における独
占禁止法コンプライアンスの強化に資することを目的として， 調査を実施（アンケート調査１，０４１団体，ヒアリング調査１０２団体）。

競争の活発化に向けた環境整備④
－事業者団体における独占禁止法コンプライアンスの推進－

事業者団体の代表者等による独占禁止法コンプライアンスの重要性の発信

ステップ１：意識改革

構成事業者等による独占禁止法コンプライアンスの取組の情報収集

ステップ２：課題の把握

事業者団体の活動実態に即した独占禁止法コンプライアンス態勢の構築と点検

ステップ３：態勢の整備

構築した独占禁止法コンプライアンス態勢を維持するためには，各ステップの内容について繰り返し
行い，必要に応じて取組内容の見直しを行うことも重要 61

事業者団体における独占禁止法コンプライアンスの取組は不十分な状況といわざるを得ない。また，取組を行っている事業者団体にお
いても，必ずしもその取組内容が十分とはいえず，取組への意識も高いとはいえない状況にある。

→ 取組を行っていない事業者団体においては，まずは取組を始めることが必要。何らかの取組を行っている事業者団体においても， 現
状の課題を明らかにし，更なる取組の推進・強化が望まれる。

調査結果



近年，国際カルテル事件や国際合併事案等が増加しており，各国・
地域の競争当局間の連携・協力が必要とされてきている。公正取引
委員会では，世界各国・地域の競争当局との関係の強化に努め
ている。さらに，東アジア等の発展途上国に対する競争政策分
野における技術支援に積極的に取り組んでいる。

 独占禁止法は市場経済社会の根幹。

市場経済体制は世界に拡がる。⇒ 独占禁止法（競争法）も世界に拡がる。

 OECD加盟国（35か国）は全て競争法を有する。
 2001年10月に，国際競争ネットワークが発足。

（ ICN：International Competition Network）
競争法執行の手続面及び実体面の収れんを促進することが目的。

2017年7月末現在，122か国・地域から135の競争当局が参加。
 二国間独占禁止協力協定，競争当局間の協力覚書，経済連携協定等協力枠
組の構築も推進。
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競争の活発化に向けた環境整備⑤
－国際協力の推進－



出典：米国連邦取引委員会
（注）ピンク色部分は経済共同体等による導入を指す。

５か国・地域

競争法の広がり（１９６０年時点）

63



１３５か国・地域
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競争法の広がり（２０１６年時点）

出典：米国連邦取引委員会
（注）ピンク色部分は経済共同体等による導入を指す。 64



公正取引委員会は,独占禁止法違反・下請法違反の未然防止を図
るため,事業者及び事業者団体が実施しようとする具体的な活動
に関する相談に応じており,独占禁止法及び下請法上の考え方を
説明している。

＜下請法に係る相談件数＞

＜独占禁止法に係る相談件数（企業結合に関する相談を除く）＞

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
（４～９月）

事業者 １，２２６件 １，１８２件 １，２２０件 ７２０件

団体 ２３７件 １９９件 ２０８件 １２７件

計 １，４６３件 １，３８１件 １，４２８件 ８４７件

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
（４～９月）

６，３４７件 ７，００９件 ８，７５１件 ４，２１４件
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競争の活発化に向けた環境整備⑥
－事前相談への対応－



◆有識者との懇談会

◆消費者セミナー

◆新聞発表

◆独占禁止法教室

公正取引委員会は,広く国民に情報提供を行い,国民各層からの意見,
要望の把握,中学生を含めた幅広い国民各層の競争政策に対する理
解の増進に努めている。

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
平成２９年度
（４～９月）

３１８回 ３３７回 ３７４回 １８７回

平成
２６年度

平成
２７年度

平成
２８年度

平成２９年度
（４～９月）

中学生 ６９回 ６１回 ５４回 ５回

高校生 １８回 ２７回 ３３回 １５回

大学生等 ６１回 ７６回 １０９回 ５９回

計 １４８回 １６４回 １９６回 ７９回

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
平成２９年度
（４～９月）

９１回 ９６回 ８６回 ４６回
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平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
平成２９年度
（４～９月）

５３回 ５７回 ７７回 ５８回

競争の活発化に向けた環境整備⑦
－広報－



例えば以下のような取組を行っています

通信分野
⇒ 携帯電話市場における競争政策上の課題について整理

（携帯電話市場における競争政策上の課題について（平成２８年８月公

表） ）

教育分野
⇒ 西日本私立小学校連合会らに対する警告（平成２７年６月）

⇒ 株式会社三省堂ら教科書発行者に対する警告（平成２８年７月）

保育・介護分野
⇒ 競争政策の観点から調査・提言

（保育分野に関する調査報告書（平成２６年６月公表），介護分野に関す

る調査報告書（平成２８年９月公表） ） 67

国民生活との関わり
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公正取引委員会の取組

広告の不当表示への対応～景品表示法～



⇒ 景品表示法は，平成２１年９月１日，消費者庁設置に伴い，公正
取引委員会から消費者庁に移管

⇒ 景品表示法移管後も，公正取引委員会は，地方事務所等におい
て，違反被疑事件調査業務，違反の疑いに関する情報受付業務，
相談業務等を，消費者庁との協力の下で実施

消
費
者
等

消費者庁

事
業
者

公正取引委員会地方事務所等
情報提供

相談

情報提供

相談

情報
提供

調査・措置

調査

調査
依頼

調査
結果
報告
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景品表示法に関する取組
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独占禁止法施行７０周年

～新たな競争政策上の課題～



独占禁止法施行７０周年
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１９４７年(昭和２２年) 独占禁止法施行・公正取引委員会設立
・戦後，経済の民主化が図られる中で，市場経済の考え方に基づく経済の再生を目指し，経済民主化を
担保する制度として，カナダ，米国に次ぐ世界で３番目に制定された競争法

２０１７年(平成２９年) 独占禁止法施行７０周年
⇒ 新たな競争政策上の課題
・企業活動のグローバル化への対応
・経済のデジタル化への対応

・１９５６年（昭和３１年） 下請法施行

・１９６２年（昭和３７年） 景品表示法施行

・１９７７年（昭和５２年） カルテル，談合等への課徴金制度導入

・１９９０年（平成２年） 刑事告発の方針を公表

・２００５年（平成１７年） 課徴金減免制度導入
犯則調査手続導入

・２０１３年（平成２５年） 消費税転嫁対策特別措置法施行



新たな競争政策上の課題
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企業の経済活動のグローバル化の進展
･･･国境を越えたカルテル等の反競争的行為や企業結合の増加
⇒競争政策の国際的調和
海外当局との連携・協力体制の強化

企業活動のグローバル化への対応

経済のデジタル化の進展
・・・これまでとは異なる新しいビジネスモデルが登場
プラットフォーム企業による独占化・寡占化等の新しい問題の発生

⇒ＩＴ・デジタル関連分野における情報収集能力の強化

デジタル化への対応

＜これからの時代の競争政策の意義＞
成熟した我が国経済を更に発展させ，国民生活を豊かにするためには，市場メカニズムを適切に機能させる
ことにより，イノベーションを不断に起こしていくことが必要

イノベーション推進による経済成長の実現

複雑かつ技術発展のスピードの速い現代社会において，競争政策上の問題を速やかに解決していくため，
実効的かつ効率的な法執行を行っていくには，既存の制度を不断に見直していく必要がある。
⇒課徴金制度の改善・確約手続の導入

より実効的・効率的な法執行を可能にする制度の導入
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http://www.jftc.go.jp

＠jftc

JapanFTC

JFTCchannel

公取 で検索

さらに詳しい情報はこちら

どっきん
（公正取引委員会
キッズ向けキャラクター ）

御清聴ありがとうございました。

今後とも公正取引委員会の活動に
御理解・御協力をお願いいたします。


